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２Ｂ２４ 

高専・技術科学大学におけるイノベーション人材の育成 

 

 
○鈴木信貴,市坪 誠（長岡技科大） 

 

 

 
Ⅰ．はじめに 

 

戦後、日本が高度経済成長の幕開けを迎える中、科学・技術の更なる進歩に対応できる技術者の養成

が社会、特に産業界から求められた。高等専門学校(College of Technology)は、このような要望に応

える形で 1962年に設立された。さらに高専卒業生のための大学院大学として、1976年に長岡と豊橋に

２つの技術科学大学(University of Technology)が設立された。高等専門学校・技術科学大学（以下、

それぞれ高専・技科大と略す）における人材育成は、普通高校・一般大学の人材育成とは大きく異なる。 

現在、イノベーションを実現するイノベーション人材が強く求められている。本稿では、まずイノベ

ーション人材の定義を行い、このような人材が求められる背景について確認する。次に、高専・技科大

の概略を把握した上で、高専・技科大における人材育成の特徴、現在の取り組みについて検討する。そ

の上で、現在、求められているイノベーション人材と高専・技科大の人材育成について比較し、高専・

技科大の今後の課題を検討する。 

 

Ⅱ．イノベーション人材の定義と求められる背景 

  

イノベーションという言葉は、今や一般的に使われる言葉となり、ややもすれば乱用されている趣き

もある。The Wall Street Journalは、2012年 5月 23日の「それは本当に『イノベーション』か？ 言

葉の乱用と薄れる意味」の記事の中で、「テクノロジーから医薬品、スナック、化粧品に至るまであら

ゆる企業が、自分たちが最先端を行っていることを誇示しようと『イノベーション』という言葉をむや

みに使用している。だが、だからとってそれら企業が実際に何らかのイノベーションを行っているとい

うわけではない。むしろ、至って普通の進歩をあたかも画期的な変化のように見せるためにイノベーシ

ョンという言葉を使用している」と指摘している。そのため、本稿では、まず、イノベーションについ

て定義する。 

イノベーションについては、シュンペーターをはじめとして様々な定義ある。シュンペーターは、イ

ノベーションを「物や力を従来とは異なるかたちで結合すること（新結合）」であると説き、新結合に

は、①新しい製品や製品の新しい品質の開発、②新しい生産方法の開発、③新しい販路の開拓、④原料

あるいは半製品の新しい供給源の獲得、⑤新しい組織の実現、の５つの種類があると論じた。 

一橋大学イノベーションセンターは、イノベーションの訳語として「技術革新」が用いられることが

あるが、イノベーションは技術（のみ）のことにとらわれず、その意味はもっと幅広いと指摘し、イノ

ベーションを「経済成果をもたらす革新」と定義している（一橋大学イノベーション研究センター

編,2001）。 

近能・高井（2010）は、先行研究におけるイノベーションの様々な定義を整理し、イノベーションを

「新しい製品やサービス、新しい生産や流通の手段・方法、および、それらを実現可能にする新しい技

術のうちで、顧客にこれまでにない新しい価値をもたらして新規需要を創出するもの」と定義している。

本稿でのイノベーションの定義は近能・高井（2010）に従い、イノベーション人材については「新しい

製品やサービス、新しい生産や流通の手段・方法、および、それらを実現可能にする新しい技術を開発

し、顧客にこれまでにない新しい価値をもたらして新規需要を創出できる人材」と定義する。 

 イノベーション・マネジメントが求められる背景として、近能・高井（2010）は、普遍的な理由とし

て、①イノベーションは経済成長の原動力になる、②イノベーションは生活や社会を変える、③イノベ

ーションは企業の競争力を決定する、の３点を挙げている。イノベーション人材の定義と求められる背
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景について確認した上で、次に高専・技科大の概要と人材育成について論じる。 

 

Ⅲ．高専・技科大の人材育成 

 

１．高専・技科大の概要 

1950年代後半、日本は高度経済成長の幕開けを迎え、実践的技術者の養成が社会、特に産業界から強

く求められた。このような背景から高専は 1962年に設立された。2015年現在、日本には国立 51校、公

立 3校、私立 3校の計 57校の高専がある。 

高専は中学校の卒業生を受け入れ、５年間（商船高専は５年半）の一貫教育を行う高等教育機関であ

る。高専の教育は、数学、英語、国語といった一般科目に加え、専門学科に分かれてからは、機械、化

学、生物、電子、情報といった各分野で実験・実習を重視した専門教育が行われる。高専の卒業生は、

準学士の学位を取得する。 

高専卒業生を輩出する当初（第一期生）から、卒業後、さらに学習、研究を続けたいと思う人も多く、

実際、大学編入の道を自ら拓く者もいた。そのため、1972年から国立大学工学部に３年次編入学定員が

設けられるようになった。しかし、高専では一般科目よりも専門教育に重点を置いているため、取得単

位の互換、振替といった面で、一般大学へのスムーズな編入学は困難であった。 

このような背景を受けて、文部省（当時）に「技術科学大学院（仮称）に関する調査研究会議」が設

置され、1976年に長岡と豊橋に２つの技科大が設立された。技科大は、高専卒業者の受け入れを前提と

した大学で、定員の８割は高専卒業生である。具体的には、高専卒業者を３年次編入生として受け入れ、

大学院修士課程までの４年間の一貫教育を行っている。なお、技科大では、定員の一部として高等学校

（普通科、工業科）、専門学校の卒業生も 1学年に受け入れている。 

1992年には、高専の中でさらに学習・研究をしたい学生のために、本科（５年）の上に専攻科（２年

間）が設けられた。専攻科修了者は、規定の単位取得と審査を経て大学評価・学位授与機構から学士（工

学）の学位が授与される。そのため、現在は、専攻科を経て、大学院へ進学する学生もいる。 

データが確認できる国立高専 51 校の 2012 年度の数値を見ると、9,050人の卒業生のうち、大学進学者

は 3,592 人、専攻科進学者数は 1,433 人、就職者数は 5,167人となっている。大学進学者 3,592人のう

ち、663 人が技科大に進学している。 

2014年度の文科省の学校基本調査のデータを見ると、高専卒業後の就職者は 6,510人(専攻科含む)で

ある。高専の本科・専攻科の卒業後、大学・大学院への進学者は 4,604人となっている。同年の全国の

短大・高専・大学・大学院（修士・博士）の工学系新卒者は 64,985人であるため、工学系新卒者のう

ち、10％が高専卒業生となる。大学・大学院の卒業・修了生のうち、高専出身者の正確な人数が分から

ないため、類推となるが、仮に進学者と同数の 4,604人とすると、15％が高専関係者となる。このよう

に数字を確認していくと、工学教育、日本経済において高専が果たしている役割が大きいことが分かる。 

 

２．高専・技科大における人材養成像について 

高専の人材養成像については、創設当時から、「実践的技術者」が志向された。近年では、社会・経済

情勢の変化を受け、人材養成像も「発想力豊かな実践的技術者 1」（1998 年）、「応用力に富んだ実践的・

創造的技術者 2」（2005年）、「より高度で幅広い場で活躍する多様な実践的・創造的技術者の養成 3」(2008

年)と進化している。今後の高専の高度化の方向性 4（2012 年）としては、①社会・産業のグローバル化

に対応して国際的に活躍できる技術者の育成、②持続的な社会発展に貢献できるイノベーション人材の

育成、③地域や産業のニーズに応える融合複合分野への展開などの高専教育の多様化や個性化、を目指

している。 

技科大の人材養成像については、設立時にまとめられた『技術科学系の新しい大学院の構想について

―報告―』(1974 年)、『技術科学大学の組織、教育課程、施設について―まとめ―』（1976 年）によれ

ば、指導的実践的技術者の育成を目標とする。特に①新時代の発展に貢献しうる高度の知識・技術の取

得、②プロジェクト・マネジメント能力の養成、③工学基礎および情報技術教育に重点を置くとなって

                                                   
1 大学審議会答申「21 世紀の大学像と今後の改革方針について」（1998 年 10 月 26 日） 
2 中央教育審議会答申「わが国の高等教育の将来像」（2005 年 1 月 28 日） 
3 中央教育審議会答申「高等専門学校教育の充実について」（2008 年 12 月 24 日) 
4 独立行政法人国立高専機構(2012)『モデルコアカリキュラム（試案）』 
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いる(井上,2012)。 

独立法人化後の 2015 年現在も、設立時の基本理念を引き継ぎ、長岡技科大は「実践的・創造的能力と

奉仕の志を備えた指導的技術者を養成」、豊橋技科大は「実践的、創造的かつ指導的技術者・研究者を

育成」と大学の基本理念の中に目指すべき人材養成像を明記している。 

2012年度からは、文科省の国立大学改革強化推進事業として、長岡技科大・豊橋技科大・高専の３機

関が連携・共同した教育改革が進められており、この事業では、世界で活躍し、イノベーションを起こ

す実践的技術者の育成を目指している。 

 

３．高専・技学大の教育の特徴 

高専・技科大ともそれぞれ目指すべき人材を養成するために、どのような教育を行っているのだろう

か。普通高校・一般大学とはどのような違いがあるのだろうか。 

まず、高専（本科）の特徴としては、①15歳から 5年一貫の中断のない集中的な技術者教育、②一般

科目と専門科目の「くさび形カリキュラム 5」による効率的かつ段階的な専門教育、③実験・実習や企

業と密接に連携したインターンシップなどの実践的教育の重視、④企業経験や博士号を有する教員によ

る長期間にわたったきめ細かい指導、⑤学生寮や課外活動を通した全人的教育、⑥ロボコンやプロコン

など、着想と技術を競う全国大会を通じて、学生の意欲喚起と主体性やチームワークの涵養、⑦卒業後

の多様な進路（就職、専攻科、技科大その他の大学への編入学など）、が挙げられる(木谷,2012)。 

次に、技科大の特徴としては、①学部・大学院の一貫教育、②高専で学んだ一般科目と専門科目を踏

まえた高度化教育、③学部４年次における長期における実務訓練（長期インターンシップ。長岡は約５

か月、豊橋は約２か月）、④企業や官庁等の経験を有する教員(30%以上)による実践的教育、が挙げられ

る(井上,2012)。 

高専の教育課程について、もう少し詳しく見てみると、高専では、高専設立後に定められた『高等専

門学校教育課程の標準」が教育の規範となっていた。一般高校との違いは、例えば、電子制御工学科の

学生であれば、１年生から電子制御基礎、製図基礎などの実習の授業があることである。その後、1991

年の高等専門学校設置基準の改正により、教育課程の編成について自由度が高まった。最近の高専では、

課題解決型教育(Project-Based Learning)や問題の発見・解決に向けて学生が能動的に学習に取り組む

教育(Active learning)も行われ、学生の課題解決力の向上を目指している 6。 

教育課程の大綱化が行われた一方で、高専全体の教育の質を保証するものとして、2012 年には国立高

専機構において「モデルコアカリキュラム（試案）」がまとめられた。 

モデルコアカリキュラムでは、高専卒業・修了のすべての学生に到達させることを目標とする最低限

の能力水準・修得内容である「コア（ミニマムスタンダード）」を示すとともに、より高度な社会的要

請に応えて高専教育の一層の高度化を図るための指針となる「モデル」を提示することを意図している。

コアでは、数学などの基本科目、電子制御などの専門科目、インターンシップなどの専門教育、全ての

領域について学習内容の到達目標を示している。国立高専のモデルコアカリキュラムは、アメリカの

ABET（Accreditation Board for Engineering and Technology）、日本技術者教育認定機構（JABEE）な

どの基準を参照としながら、国際通用性を担保とした技術者教育の方針を打ち出している(表１参照)。 

４．高専・技科大の教育の評価 

高専・技科大の教育に関する社会的（特に企業）評価は高く、例えば、高専の求人倍率は、リーマン

ショック後の厳しい経済状況の時も 18.6 倍（2009 年度）、15.2倍（2010年度）となっている。長岡技

科大、豊橋技科大については、大学の就職ランキングで、常に上位に位置する大学である。2015 年の東

洋経済新報社の大学就職率ランキングでは、長岡技科大が国立大１位になっている 7。高専、技科大の

卒業生は、いわゆる大企業に数多く就職し、活躍している。高専・技科大の特徴的教育が高い社会的評

価に結びついているのである。それを受けて、高専・技科大の実践的教育は、今では他の大学でも導入

されてきている。 

                                                   
5 一般科目と専門科目がくさび形の配置となっており、低学年次には一般科目が多く、学年が進むにつ

れて、専門科目が多く配置されるようになっている。 
6 Project-Based Learning、Active learning については、高専だけでなく、技科大や一般大学でも取り

入れられている。 
7 東洋経済オンライン「大学就職率ランキングトップ 300」

http://toyokeizai.net/articles/-/62460?page=2 2015 年 8 月 30 日アクセス。 
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表１ モデルコアカリキュラムと他の基準の比較 

 
出所：独立行政法人国立高専機構『モデルコアカリキュラム（試案）』p.115。 

 

Ⅳ．考察 

 

本稿では、まずイノベーション人材の定義を行い、次に高専・技科大における人材育成について論じ

てきた。高専・技科大の技術者養成に関する社会的評価は高いものの、イノベーション人材の育成の面

では、課題もあると考える。イノベーション人材を「新しい製品やサービス、新しい生産や流通の手段・

方法、および、それらを実現可能にする新しい技術を開発し、顧客にこれまでにない新しい価値をもた

らして新規需要を創出できる人材」を定義するならば、技術だけでなく、製品、サービス、生産、流通

の手段・方法といった対象や工程全般について、高専・技科大が一体となり、専門知識の精査・改定の

継続的な検討が必要であろう。 

次に課題として検討しなければならないのは、持続可能な社会構築のための能力の育成であり、具体

的には、主体的に課題を発見し解決に導く力、チャレンジ精神、批判的思考、コミュニケーション力、

多様性を受容する力などである。OECD における『キー・コンピテンシー』に代表される汎用的能力の獲

得を取り入れていくことも必要となるだろう。 

このような検討をした上で、専門的な知識に加えて汎用的な能力を獲得する、Project-Based Learning、

Active learning の学習到達目標の設定や評価に取り組んだ方がより効果的であろう。 

また、限られた予算、資源の中で何に重点を置かなければならないのか。費用対効果も含め、データ

の取得・検討を踏まえた工学教育の面からの調査・研究も求められる。 

イノベーションの基本を学ぶ場：社会実装の場を設け、データに裏付けられた企業との共同教育・研

究を行い、そのフィードバックを繰り返す。このように進化した実践的教育ができれば、これまでにな

い新しい価値をもたらして新規需要を創出できるイノベーション人材が高専・技科大から次々と生まれ

ていくと考える。 
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